
単位：円  

    科     目      科     目
  

 (資 産 の 部）    (負 債 の 部）

流 動 資 産 311,041,790 流 動 負 債 29,060,673

現 金 86,650

預 金 310,159,311

受 取 手 形 １年以内返済予定長期借入金

売 掛 金

商 品

未 成 工 事 ・ 貯 蔵 品 200 8,085,100

原 材 料

短 期 貸 付 金 2,213,231

未 収 金 545,629

前 渡 金

仮 払 金 250,000 7,000,000

立 替 金 5,996,470

前 払 費 用 5,765,872

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

  

固 定 資 産 729,941,650 固 定 負 債 269,764,930
(有形固定資産） 16,203,179

建 物 及 び 付 帯 設 備 6,189,564

構 築 物 148,000

機 械 装 置 78,345,300

車 両 運 搬 具 36,664,574

器 具 備 品 29,615 154,607,056

土 地 9,984,000

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定 298,825,603

(無形固定資産） 211,555  (純 資 産 の 部）

の れ ん 株主資本

ソ フ ト ウ ェ ア 資本金 10,000,000

電 話 加 入 権 211,555 資本剰余金

無 形 リ ー ス 資 産 資本準備金

その他資本剰余金

(投資その他の資産） 713,526,916 利益剰余金 359,733,572

投 資 有 価 証 券 705,588,708 利益準備金 2,500,000

関 係 会 社 株 式 その他利益剰余金 357,233,572

出 資 金 退職積立金

関 係 会 社 出 資 金 特別償却準備金

長 期 貸 付 金 別途積立金 135,000,000

差 入 保 証 金 繰越利益剰余金 222,233,572

保 険 積 立 金 7,284,875

長 期 前 払 費 用 653,333 369,733,572

フ ラ ン チ ャ イ ズ 加 盟 金 評価・換算差額等 372,424,265

その他有価証券評価差額金 372,424,265

742,157,837

資 産 合 計 1,040,983,440 1,040,983,440

賞 与 引 当 金

諸 預 り 金

仮 受 金

買 掛 金

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 法 人 税 等

役 員 賞 与 引 当 金

未 払 費 用

前 受 金

未 払 消 費 税

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

預 り 保 証 金

役 員 退 職 引 当 金

負 債 合 計

株主資本合計

株式会社三鱗

貸 借 対 照 表
2026年3月31日現在

金 額 金 額

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債



１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

②その他有価証券

(イ)時価のあるもの

(ロ)時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

　移動平均法による原価法を採用しております。

(3)固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産

②無形固定資産

　定額法を採用しております。

(4)引当金の計上基準

①貸倒引当金

②賞与引当金

③退職給付引当金

個別注記表

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

　なお、のれんについては、その支出の効果の及ぶ期間（5年）に基づく定額法を採用し、自
社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用し
ております。

　従業員に対して支給する賞与に充てるため設定しており、会社規程に基づく支払所要額を
もって計上しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

　定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除
く）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法を採
用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方
法と同一の基準によっております。



④役員退職慰労引当金

(5)その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

①リース取引

②消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

　発行済株式の総数 普通株式 株

３．その他の注記

  有形固定資産の減価償却累計額 円

４．重要な後発事象

　該当事項はありません。

５．役員等関連当事者との取引

　該当事項はありません。

2,000

19,696,821

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職金規定(内規)に基づく期末要支給額を計
上しております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。また、リース
資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。なお、リース取引開始日が当事業年度開始前のリース取引について
は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。


